
1 伊勢市における東海地震、東南海・南海地震等大規模災害に備えた防災まちづくりの推進（防災・安全）
平成24年度　～　平成28年度　（5年間） 伊勢市

①市民の命を守る地域防災拠点(大災害時における指令塔と受援施設を兼ね備えた場所)を確保する。　
②津波被害想定区域内の避難者を受け入れる避難施設の整備を推進する。
③市民の防災意識の向上を図る。

①市民の命を守る地域防災拠点(大災害時における指令塔と受援施設を兼ね備えた場所)を確保する。　
②津波被害想定区域内人口に対する避難施設受入れ可能人数の割合を20.0％から96.6％に増加させる。
③市民の防災意識度を12.4％から20.3％に増加させる。

（H24当初） （H26末） （H28末）
①倉田山防災拠点(1.4ha)の整備率を面積により算定

②津波被害想定区域内人口に対する避難施設受入れ可能人数の割合を算定

③過去5年の防災意識に関する市民アンケート調査結果により算定

事　後　評　価

○事後評価の実施体制、実施時期

　伊勢市にて数値目標の達成状況や事業の効果を検証し評価を行った。 平成２９年３月

公表の方法

伊勢市ホームページ

百万円 百万円

社会資本総合整備計画　事後評価書
計画の名称
計画の期間 交付対象
計画の目標

　　計画の成果目標（定量的指標）

全体事業費 Ａ Ｂ

　本市は大規模地震防災対策特別措置法に基づく地震防災対策強化地域（平成14年4月指定）、及び東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に基づく東南海・南海地震防災対策推進地域（平成15年12月指定）
に指定されている。このことから以下の項目について、計画の目標と定める。

合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

0.0% － 100.0%

20.0% － 96.6%

12.4%

備考

百万円 百万円 百万円

当初現況値 中間目標値 最終目標値
　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

効果促進事業費の割合
4.0%

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

事後評価の実施体制

20.3%

ＤＣ2,812.0 2,700.2 0.0 111.8 0.0

事後評価の実施時期

－

平成29年3月31日

１．交付対象事業の進捗状況

Ａ1　基幹事業
番号 事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度）

種別 種別 対象 間接 H24 H25 H26 H27 H28

1-A-1 都市防災 一般 伊勢市 直接 伊勢市 7.9

1-A-1 都市防災 一般 伊勢市 直接 伊勢市 187.0

1-A-1 都市防災 一般 伊勢市 直接 伊勢市 2,505.3

合計 2,700.2

Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接
種別 種別 対象 間接 H24 H25 H26 H27 H28

合計

番号 備考

番号

交付対象事業

事業者 市町村名
全体事業費
（百万円）

事業者

災害危険度判定調査
・避難困難地区判定調査

地区公共施設等整備（地区公共）
・避難路整備L=約2,200m
・二俣西口公園の整備A=0.1ha

地区公共施設等整備（防災まちづくり施設）
・倉田山防災拠点・防災体験学習施設整備
・避難所等整備（小中学校等整備 24校）
・津波避難タワー整備　N=7箇所
・津波避難マウンド整備　N=1箇所
・公民館並びにポンプ場の屋外避難階段及び屋上
　フェンスの整備　N=4施設

要素となる事業名
（事業箇所）

事業内容

（延長・面積等）

事業内容
（延長・面積等）

都市防災総合推進事業（伊勢地区）

一体的に実施することにより期待される効果

備考

備考

都市防災総合推進事業（伊勢地区）

伊勢市

伊勢市

伊勢市

市町村名
事業実施期間（年度） 全体事業費

（百万円）

都市防災総合推進事業（伊勢地区）

要素となる事業名



Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度）
種別 種別 対象 間接 H24 H25 H26 H27 H28

1-C-1 都市防災 一般 伊勢市 直接 伊勢市 10.4

1-C-5 都市防災 一般 伊勢市 直接 伊勢市 42.4

1-C-6 都市防災 一般 伊勢市 直接 伊勢市 11.1

1-C-7 都市防災 一般 伊勢市 直接 伊勢市 47.9
合計 111.8

番号 備考

1-C-1 1-A-1都市防災総合推進事業（地区公共施設等整備）に併せて、浄水器、緊急災害時自家用給油所の整備を行うことにより、避難活動及び消防活動の円滑化を図る。

1-C-5

1-C-6

1-C-7

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

① 倉田山公園内に防災センターを整備したことにより、大災害時における指令塔と受援施設を兼ね備えた地域防災拠点を確保できた。

Ⅰ定量的指標に関連する ② 津波避難施設を整備したことにより、津波浸水想定区域内の市民が津波浸水予測時間までに安全な場所に避難することが可能になった。

　　　交付対象事業の効果の発現状況 ③

100.0%

Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値 －

に差が出た要因

100.0%

1-A-1都市防災総合推進事業（地区公共施設等整備）に併せて、避難所への誘導看板を設置することで、災害時の避難活動の円滑化を図る。

伊勢市

一体的に実施することにより期待される効果

1-A-1都市防災総合推進事業（地区公共施設等整備）に併せて、避難所・要援護者施設のガラス飛散防止フィルム貼付整備を行うことで、災害時の避難活動の安全性の向上を図る。

1-A-1都市防災総合推進事業（地区公共施設等整備）に併せて、避難所へ受信機を設置することで、災害時の初期段階での避難体制及び、避難活動、また災害復興活動等の円滑化を図る。

避難所への誘導看板設置避難所誘導看板整備事業

伊勢市

番号 事業者 市町村名
全体事業費
（百万円）事業内容 備考

避難所に受信機の設置

倉田山防災拠点災害活動促進事業

避難所・要援護者施設のガラス飛散防止フィルム貼付整備事業

避難所受信機整備事業

最終目標値

最終実績値

防災体験学習室及び研修室を備えた防災センターを整備したことにより、子供から大人まで幅広い年齢層に対応した体験型の施設と、従来の座学型の防災講習を合わせることで
総合的な防災学習を行える場を開設できた。

伊勢市

伊勢市

要素となる事業名

緊急災害時自家用給油所設置

ガラス飛散防止フィルム貼付整備

指標①（倉田山防
災拠点(1.4ha)の
整備済み面積の割
合）

96.6%

目標値と実績値 －

に差が出た要因

96.6%

20.3%

目標値と実績値

に差が出た要因

12.6%

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況
（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

　津波浸水想定区域内の全市民が津波浸水予測時間までに安全な場所に避難することが可能となるように津波避難施設の整備を引き続き進めつつ、市全体の防災力が向上するように避難訓練や防災講習を今後も継続して実施していきたい。

最終目標値

最終実績値

指標③（市民アン
ケート調査結果か
ら算定した防災意
識の高い市民の割
合）

指標②（津波被害
想定区域内人口に
対する避難施設受
入れ可能人数の割
合）

最終目標値

最終実績値

　防災意識の高い市民の割合の上昇値としては、東日本大震災の発生を契機とした継続的な防災意識の高まりによるものを
4.4%、本事業実施による効果のうち防災体験学習施設の利用によるものを4,000人で3.0%、施設整備の副次的な効果である避
難訓練の実施等によるものを650人で0.5%見込んでいた。
　防災体験学習施設の利用者数は、開設初年度となる平成28年度は目標4,000人に対し実績では6,160人に達し、当初の見込
みを上回る結果となった。また、市内の津波浸水予測区域を4区域に分けて毎年1区域ずつ実施している市主催の避難訓練
は、年間650人の参加目標に対し4区域の平均で年間2,960人となっており、地元自治会等が主催したものを合わせると、さら
に多くの市民が避難訓練に参加したこととなった。
　当初現況値の12.4%は平成23年度の市民アンケート結果によるもので、東日本大震災の影響を受けたことにより、平成22年
度の7.9%から4.5%と大きく増加したものとなっていた。しかし、大災害の発生が契機となった意識の高まりといえども、
徐々に低下していくことが避けられない中、事業期間後に東日本大震災以前の水準まで低下することがなかったことは、当
初の見込みを上回る施設利用や避難訓練への参加があったことが防災意識の向上に一定の役割を果たした結果であることを
表すものである。

　防災体験学習室や津波避難施設の整備により、体験型施設での学習や、実際に避難する場所を避難訓練でも使用することで、災害時の状況や避難行動をよりイメージしやすくなった。




